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活動報告『IDB オンラインセミナー 2021 年米州開発銀行ラテンア

メリカ・カリブ地域マクロ経済レポート： より強く持続的なポスト

パンデミックの成長の機会』2021 年 6 月 3 日開催 

Report on the IDB’s Office in Asia Virtual Seminar on “Opportunities 

for Stronger and Sustainable Postpandemic Growth: 2021 Latin 

American and Caribbean Macroeconomic Report” by the IDB (Inter-

American Development Bank) conducted on June 3rd, 2021 

                   

                       新海 尚子1 

 

Abstract 

 The IDB (Inter-American Development Bank) online seminar to launch “Opportunities for 

Stronger and Sustainable Postpandemic Growth: 2021 Latin American and Caribbean 

Macroeconomic Report”, coordinated by Dr. Eduardo Cavallo and Dr. Andrew Powell, in Asia 

was held by the IDB’s Office in Asia in Tokyo on June 3rd, 2021.  

 Dr. Eric Parrado, Chief Economist at the IDB, made opening remarks and facilitated the 

event. Two key note speakers, Dr. Andrew Powell, Principal Advisor and Dr. Eduardo Cavallo, 

Principal Economist at the IDB, presented the report. They highlighted the difficult 

macroeconomic conditions in 2020 and necessary adjustments for fiscal sustainability in Latin 

America and proposed to make use of the opportunities for further growth and more 

sustainable economies. Two commentators, Ms. Tamako Nishikawa, Chief Economist, 

Mizuho Research & Technologies, Ltd. and Dr. Naoko Shinkai, Director, Research Institute 

of Policy Studies, Tsuda University were invited and made remarks on political stability and 

the effect of trade, remittances for sustainable economies, respectively. Mr. Keisuke 

Nakamura, Director, the IDB’s Office in Asia, who hosted the seminar, concluded with his 

final remarks. Around 150 participants attended on that day. 

 

 

1 津田塾大学総合政策研究所 所長、Naoko Shinkai, Director, Research Institute of Policy Studies, Tsuda 
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  去る 2021 年 6 月 3 日木曜日に IDB（米州開発銀行）アジア事務所による IDB 調査局と

の IDB オンラインセミナー「2021 年米州開発銀行ラテンアメリカ・カリブ地域マクロ経

済レポート：より強く持続的なポストパンデミックの成長の機会」が開催された。 

 本セミナーは、エリック・パラード氏（IDB 調査局 チーフエコノミスト）、および中村

圭介氏（IDB アジア事務所 所長）、その他 IDB 調査局、スタッフによって実施された。 

 冒頭、エリック・パラード氏から、中南米地域が新型コロナ感染症に影響を受けた昨年度、

経済危機の中でまとめられた IDB マクロ経済レポートの意義とセミナー開催の趣旨が説明

された。続いて、登壇者として、アンドリュー・ポーウェル氏（IDB 調査局 プリンシパル

アドバイザー）およびエドワルド・カバーロ氏（IDB 調査局 プリンシパルエコノミスト）、

またコメンテーターとして、西川珠子氏（みずほリサーチ&テクノロジーズ株式会社 主席

エコノミスト）、新海尚子（津田塾大学総合政策研究所所長、以下筆者と記す）の紹介があ

った。 

 その後、ポーウェル氏より、同レポートに沿い、中南米地域は、人口に比して感染者、死

者数等新型コロナ感染症による影響をより強く受けていること、また財政制約や低い経済

成長のため財政パッケージが小規模であること、貧困率が上昇したこと、2020 年には低下

した経済成長率が、2021 年にはプラスに戻る可能性があるが、ワクチンや変異株に伴うロ

ックダウンの状況によっては、当初の推計値より低い可能性があること、また財政赤字、企

業債務の上昇、経済危機の間の中央銀行による預金準備率の低下から、最近の物価上昇トレ

ンドの管理のため緊縮金融政策も見られ始めていること、経常収支は一方改善しており外

貨準備も増加していることについて報告された。  

 次に、カバーロ氏より、新型コロナ感染症の影響を受けている経済危機に対応する政策と

して、より効率的な公的支出、より効率的な税制の執行、それらからもたらされうる税収増

加による質の良い医療、教育への投資、資本財への関税の減少、大規模なインフォーマルセ

クターに対応するためのフォーマルセクター転換へのインセンティブとしての奨励、この

ような財政改革を実行に移しモニターするための財政機関の設置を薦めることや、新型コ

ロナ感染症の影響をより強く受けている労働集約財の生産減少がみられるが回復も早いと

思われること、GVC（グローバル・バリューチェーン）への参加、また正の外部性をもたら

しうるインフラ投資の推進、また加えてデジタル化によって、それらのインフラ投資の成長

効果は高められうること、また気候変動により、現在のパンデミック、経済危機における脆

弱性をより悪化させないために持続可能なインフラ投資計画を実施することが、重要な政

策提言として述べられた。  

 次に、西川氏より、労働市場、財政・債務の持続性、政治的な不安定要素の 3 点よりコ

メントがなされ、特に財政赤字や政府債務の増加より金利の上昇への脆弱性があること、正

しい財政収支の管理がなされることがレポートで政策として薦められているが、コロンビ

アの例をあげ、反政府デモなどで、税制改革の撤回がなされ、脆弱な景気の回復局面での改

革実施が困難であること、金融政策が緊縮に向かうにつれ、不良債権問題が深刻化する可能
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性があること、ペルー、チリなど政権交代にむけて、むしろ外資規制の方向にあること、が

述べられ、最後に米国の政権交代の中南米地域の投資への影響について、質問がなされた。 

 次に、筆者より、レポートの主に第７，８，９，10 章について、４つの側面、貿易、産

業、持続可能性、および新型コロナ感染拡大後の状況、においてコメント、および質問が以

下のようになされた。 

 貿易については、レポート内で国別産業別分析がなされているが、地域全体として輸出量

を 2005 年第 1 四半期ベースの季節調整済み指数で 2020 年まで WTO（世界貿易機関）の

データを基に検証した場合、今回のパンデミック下で、中南米地域では、他の地域と比して

それほど減少しておらず、また回復に時間がかかった前回の 2007 年から 2009 年における

グローバル金融危機下の同地域の減少と比べても、それほど悪くないことを受けて、地域と

して、原材料、中間財の生産、また地域内で原料など調達できれば GVC の滞りの影響は受

けにくいが、世界消費の負の影響は受けてしまう最終財生産へのリソースアロケーション

における、より堅調な経済成長のための政策の大切さについて言及された。  

 また、産業面については、各産業がレポート内でマリアビリティ（Malleability）のレベル

によってグループ化されているのは政策的意義も高く興味深いが、新型コロナ感染症のケ

ースは都市により集中しており、各産業の生産消費地域もそれらの都市が主なものもあり、

スキルマッチングによっては当該地域での労働の再配分も困難だと思われることが述べら

れ、短期の労働、また長期の資本の再配分を適切に実施するために、同時にワクチン接種や

適切なスキルのトレーニングが必要なことや貧困率削減のための政策について言及された。 

 持続可能性については、チリによる、より厳格な新しい NDC （国が決定する貢献）の提

出、また中南米地域における関連国際機関の協力で気候ウィークがオンラインで実施され、

多くのバーチャルセッションが開かれ同地域の政治的コミットメントはレポート内外で確

認されていること、但し、ゼロネットカーボン排出量の為には、労働のみでなく資本、テク

ノロジーの需要が増加、また TFP (全要素生産性)も短期・中期的には減少する可能性があ

り、その中でパンデミック前にインフラ投資水準が低かったこともレポート内で述べられ

ており、今後の持続可能なインフラ投資の実施のための良い政策についての問いがなされ

た。 

 また、パンデミック後の状況として、CEPAL/ECLAC（ラテンアメリカ・カリブ経済委

員会）、UNDP（国連開発計画）のレポートでは、あるエスニックグループや女性へのパン

デミックの負の影響は、他のグループに比してより深刻であることが述べられており、回復

時や資源配分の際に、それらのプロセスから漏れてしまう可能性があると思われることが

述べられた。更に、同地域における経済状況のプラス側面として、世界銀行グループのデー

タや IDB ブログ、他国際機関の論文によると、今期のパンデミックの影響下では、海外送

金が減少せず増加傾向にあり、前回のグローバル金融危機下では、海外送金が大幅に減少し

たことと比して印象的であることが述べられた。 

 その後、コメンテーターからの意見を受けて、パラード氏より 2021 年の状況を見ながら、
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引き続きより良い政策について考えていくこと、また、ポーウェル氏より、西川氏の債務の

持続性に関するコメントにおいて、今回は、前回のような中南米の債務危機のような事態は

避けられるということへの同意がなされたことについて再度その見解の強調、また筆者の

指摘した、ラテンアメリカ・カリブ地域の財輸出や海外送金において、今回のパンデミック

の負の影響をあまり受けていないことについては、米国における堅調な経済の回復に支え

られていること、また、カバーロ氏より、パンデミック禍の労働、資本などの資源配分の難

しさについては指摘された通りであり、だからこそインフラ投資の大切さを強調したいこ

と、が述べられた。 

 最後、セミナー全体のまとめとして、中村圭介氏（IDB アジア事務所 所長）より、新型

コロナウイルス感染拡大下で同地域が経済危機に見舞われていることに際し、このように

地域の改善への政策的な提言がなされているレポートを発刊したことの重要性を認識し、

またその中で今後の経済成長の鍵とされているインフラ投資について、次回 IDB アジア事

務所と IDB 本部をむすんで近日オンラインセミナーを開催予定であること、また IDB ア

ジア事務所として引き続き同様のセミナーを実施していきたいこと、が述べられた。 

 当日は、150 名余の関連機関からの視聴者が参加した。 

 

 

 

 


